
特 記 仕 様 書

土木工 事共通仕 様書に対 する特記 及び追加 仕様事項 は、下記 のとおり とする。

項 目 特 記 事 項

ＩＣＴ活 用工事に ついて

 受注者 は、本工 事におい てＩＣＴ を活用す る工種に ついて希 望がある 場合は、 監督員と 下記に

基づき協 議できる ものとす る。協議 の結果、 ＩＣＴ活 用の効果 が見込ま れると判 断される 場合

は、ＩＣ Ｔ活用工 事として 実施する ものとす る。  

第 １ 条  Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 工 事 に つ い て

１ ＩＣ Ｔ活用工 事

本工事は 、国土交 通省が提 唱する i-Construction に基づき実施す るＩＣＴ 活用工事 である。  

なお、Ｉ ＣＴ活用 工事の実 施に当た っては、 別途定め る「岡山 県土木部 所管工事 における ＩＣ

Ｔ活用工 事試行要 領（以下 「試行要 領」とい う）」に より実施 すること とする。  

※国土交 通省が定 める工種 別の実施 要領・積 算要領に ついては 、令和８ 年度のも のを参照 する

こととす る。

２  定 義  

(1) i-Construction とは、Ｉ ＣＴの活 用、規格 の標準化 、施工時 期の平準 化等の施 策を建設 現

場に導入 すること によって 、建設生 産プロセ スの最適 化を図る 取り組み である。 本工事で

は、受注 者の希望 により、 その実現 に向けて ＩＣＴを 活用した 工事（Ｉ ＣＴ活用 工事）を 実

施するも のとする 。  

(2) ＩＣＴ活用工 事は、建 設生産プ ロセスの 下記段階 において 、ＩＣＴ を全部又 は一部に 活用す

る工事で ある。た だし、一 部に活用 する場合 は②④⑤ での活用 は必須と する。（ 該当プロ セ

スがない 工種は除 く）

① ３次元 起工測量

② ３次元 設計デー タ作成

③ ＩＣＴ 建設機械 による施 工

④ ３次元 出来形管 理等の施 工管理

⑤ ３次元 データの 納品

ＩＣＴ活 用工事対 象工事（ 施工者希 望型）の 場合

別添１



項    目                 特  記  事  項  

 

第 ２ 条  適 用 工 種  

本工事で は、受注 者がＩＣ Ｔ活用工 事を行う 希望があ り、契約 締結後、 施工計画 書の提出 ま  

でに監督 員へ提案 ・協議を 行い、協 議が調っ た工種に おいて本 特記仕様 書を適用 する。  

 

第 ３ 条  Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 工 事 の 実 施 方 法  

１  受注 者は、Ｉ ＣＴ活用 工事を行 う希望が ある場合 、契約締 結後、施 工計画書 の提出ま でに監

督員へ提 案・協議 を行い、 協議が調 った場合 に下記２ ～８によ りＩＣＴ 活用工事 を行うこ と

ができる 。  

２  原則 、本工事 の適用工 種にて適 用するこ ととし、 ＩＣＴの 活用内容 、対象範 囲等につ いて監

督員と協 議するも のとする 。実施内 容等につ いては、 施工計画 書に記載 するもの とする。  

   な お、本工 事で法面 整形工の ＩＣＴ活 用を希望 する場合 は、土工 (１箇所当 たりの施 工土

量が 100ｍ３以下の 掘削を除 く )につい ても同様 の施工プ ロセスに おいてＩ ＣＴ活用 を実施す

ること。  

３  ＩＣ Ｔを活用 し、次の 施工を実 施する。  

①  ３次 元起工測 量  

受注者は 、本工事 の起工測 量におい て、「岡 山県土木 部所管工 事におけ るＩＣＴ 活用工

事試行要 領」によ り３次元 測量デー タを取得 するため に測量を 行うもの とする。  

※測量に 際しては 、伐採後 の現況地 形におい て行うこ と。  

②  ３次 元設計デ ータ作成  

受注者は 、設計図 書や３① で得られ たデータ を用いて 、３次元 出来形管 理を行う ための

３次元設 計データ を作成す る。  

③  ＩＣ Ｔ建設機 械による 施工  

３②で作 成した３ 次元設計 データ又 は施工用 に作成し た３次元 データを 用いて、 ＩＣＴ

建設機械 により施 工を実施 する。  

④  ３次 元出来形 管理等の 施工管理  

工事の施 工管理に おいて、 「岡山県 土木部所 管工事に おけるＩ ＣＴ活用 工事試行 要領」

により、 ＩＣＴを 用いた出 来形管理 及び品質 管理を実 施する。  

⑤  ３次 元データ の納品  

３④によ り確認さ れた３次 元施工管 理データ を、工事 完成図書 として電 子納品す るとと

もに、電 子成果品 について は、岡山 県電子納 品ガイド ライン（ 案）に定 めるフォ ルダ

（ ICON）に格納す ることと する。  

４  上記 ３①～⑤ を実施す るために 使用する ＩＣＴ機 器類は、 受注者が 調達する こと。ま た、施

工に必要 なＩＣＴ 活用工事 用データ は、受注 者が作成 するもの とする。 使用する アプリケ ーシ



項    目                 特  記  事  項  

ョン・ソ フト、フ ァイル形 式につい ては、事 前に監督 員と協議 するもの とする。  

発注者は 、３次元 設計デー タの作成 に必要な 詳細設計 において 作成した ＣＡＤデ ータを受 注

者に貸与 する。ま た、ＩＣ Ｔ活用工 事を実施 する上で 有効と考 えられる 詳細設計 等におい て作

成した成 果品と関 連工事の 完成図書 は、積極 的に受注 者に貸与 するもの とする。  

５  上記 ３①～⑤ で使用す るＩＣＴ 機器に入 力した３ 次元設計 データを 監督員に 提出する こと。  

６  試行 要領の基 準類にあ る土木工 事施工管 理基準（ 案）に基 づく出来 形管理が 行われて いない

箇所で、 出来形測 量により 形状が計 測出来る 場合は、 出来形数 量は出来 形測量に 基づき算 出し

た結果と する。  

７  受注 者は、必 要に応じ てＩＣＴ 活用効果 等に関す る調査（ 施工合理 化調査、 アンケー ト調査

等）に協 力するも のとし、 調査の実 施及び調 査票につ いては別 途指示す るものと する。  

８  本特 記仕様書 に疑義を 生じた場 合または 記載のな い事項に ついては 、監督員 と協議す るもの

とする。  

 

第 ４ 条  Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 工 事 に お け る 適 用 （ 用 語 の 定 義 ） に つ い て  

１．図面  

図面とは 、入札に 際して発 注者が示 した設計 図、発注 者から変 更または 追加され た設計図 、

工事完成 図、３次 元モデル を復元可 能なデー タ（以下 「３次元 データ」 という。 ）等をい う。  

なお、設 計図書に 基づき監 督員が受 注者に指 示した図 面及び受 注者が提 出し、監 督員が書 面に

より承諾 した図面 を含むも のとする 。  

 

第 ５ 条  Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 工 事 の 費 用 に つ い て  

受注者が 、契約締 結後、施 工計画書 の提出ま でに監督 員へ協議 を行い、 協議が整 った場合 、

ＩＣＴ活 用工事を 実施する 項目につ いては、 設計変更 の対象と し、変更 計上する こととす る。  

ただし、 監督員の 指示に基 づき、３ 次元起工 測量を実 施すると ともに３ 次元設計 データの 作

成を行っ た場合は 、受注者 は監督員 からの依 頼に基づ き、見積 書を提出 するもの とする。  

 

第 ６ 条  履 行 証 明 書 に つ い て  

ＩＣＴ活 用工事を 実施し、 しゅん功 検査に合 格した受 注者に対 して、Ｉ ＣＴ活用 工事履行 証明書

を発行す るものと する。  
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ＩＣＴ活 用工事に ついて  

 

 

 

 

本工事は 、ＩＣＴ 活用工事 （発注者 指定型） の対象工 事であり 、下記に 基づき監 督員と協 議する

こと。  

 

第 １ 条  Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 工 事 に つ い て  

１  ＩＣ Ｔ活用工 事  

本工事は 、国土交 通省が提 唱する i-Construction に基づき実施す るＩＣＴ 活用工事 である。  

なお、Ｉ ＣＴ活用 工事の実 施に当た っては、 別途定め る「岡山 県土木部 所管工事 における ＩＣ

Ｔ活用工 事試行要 領（以下 「試行要 領」とい う）」に より実施 すること とする。  

※国土交 通省が定 める工種 別の実施 要領・積 算要領に ついては 、令和８ 年度のも のを参照 する

こととす る。  

 

２  定義  

(1) i-Construction とは、Ｉ ＣＴの活 用、規格 の標準化 、施工時 期の平準 化等の施 策を建設 現

場に導入 すること によって 、建設生 産プロセ スの最適 化を図る 取り組み である。 本工事で

は、発注 者の指定 により、 その実現 に向けて ＩＣＴを 活用した 工事（Ｉ ＣＴ活用 工事）を 実

施するも のとする 。  

(2) ＩＣＴ活用工 事とは、 建設生産 プロセス の下記段 階におい て、ＩＣ Ｔを全部 又は一部 に活用

する工事 である。 ただし、 一部に活 用する場 合は②④ ⑤は必須 とし、① ③は選択 とする。

（該当プ ロセスが ない工種 は除く）  

①  ３次元 起工測量  

②  ３次元 設計デー タ作成  

③  ＩＣＴ 建設機械 による施 工  

④  ３次元 出来形管 理等の施 工管理  

⑤  ３次元 データの 納品  

 

第 ２ 条  適 用 工 種  

本工事で は、河川 土工（※ １）の盛 土（※２ ）におい て本特記 仕様書を 適用する 。  

工事内容 により選 択して下 記を記載 する  

※１：「 河川土工 」、「海 岸土工」 、「砂防 土工」、 「道路土 工」のい ずれかを 選択して 記載  

すること 。  

※２：「 掘削」、 「盛土」 、「路体 盛土」、 「路床盛 土」、「 法面整形 」から選 択して記 載す

ＩＣＴ活 用工事対 象工事（ 発注者指 定型）の 場合  
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ること。  

 

第 ３ 条  Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 工 事 の 実 施 方 法  

１  受注 者は、契 約締結後 、施工計 画書の提 出までに 監督員へ 提案・協 議を行い 、下記２ ～８に

よりＩＣ Ｔ活用工 事を行う 。また、 設計図書 に指定さ れた土工 以外の工 種にＩＣ Ｔ施工技 術

の活用を 行う希望 がある場 合、契約 後、施工 計画書の 提出まで に監督員 へ提案・ 協議を行

い、協議 が整った 場合、Ｉ ＣＴ施工 技術の活 用を行う ことがで きる。  

２  原則 、本工事 において は、受注 者の責に 帰すべき 事由がな い場合を 除いて、 上記①～ ⑤の全

ての段階 でＩＣＴ 施工技術 を活用す ることと する。  

受注者は 、具体的 な工事内 容及び数 量・対象 範囲を明 示し、監 督員と協 議するも のとする 。

なお、土 工以外の 工種に関 するＩＣ Ｔ施工技 術の活用 を提案・ 協議した 場合は、 土工と共 に

実施内容 等につい て施工計 画書に記 載するも のとする 。  

 

３  ＩＣ Ｔを活用 し、次の 施工を実 施する。  

①   ３次元 起工測量  
受注者は 、本工事 の起工測 量におい て、「岡 山県土木 部所管工 事におけ るＩＣＴ 活用工事

試行要領 」により ３次元測 量データ を取得す るために 測量を行 うものと する。  

※測量に 際しては 、伐採後 の現況地 形におい て行うこ と。  

②  ３次 元設計デ ータ作成  

受注者は 、設計図 書や３① で得られ たデータ を用いて 、３次元 出来形管 理を行う ための３ 次

元設計デ ータを作 成する。  

③  ＩＣ Ｔ建設機 械による 施工  

②で作成 した３次 元設計デ ータ又は 施工用に 作成した ３次元デ ータを用 いて、Ｉ ＣＴ建設 機

械により 施工を実 施する。  
④  ３次 元出来形 管理等の 施工管理  

工事の施 工管理に おいて、 「岡山県 土木部所 管工事に おけるＩ ＣＴ活用 工事試行 要領」に よ

り、ＩＣ Ｔを用い た出来形 管理及び 品質管理 を実施す る。  

⑤  ３次 元データ の納品  

３④によ り確認さ れた３次 元施工管 理データ を、工事 完成図書 として電 子納品す るととも

に、電子 成果品に ついては 、岡山県 電子納品 ガイドラ イン（案 ）に定め るフォル ダ（ ICON）

に格納す ることと する。  

４  上記 ３①～⑤ を実施す るために 使用する ＩＣＴ機 器類は、 受注者が 調達する こと。ま た、施

工に必要 なＩＣＴ 活用工事 用データ は、受注 者が作成 するもの とする。 使用する アプリケ ー

ション・ ソフト、 ファイル 形式につ いては、 事前に監 督員と協 議するも のとする 。  
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発注者は 、３次元 設計デー タの作成 に必要な 詳細設計 において 作成した ＣＡＤデ ータを受 注

者に貸与 する。ま た、ＩＣ Ｔ活用工 事を実施 する上で 有効と考 えられる 詳細設計 等におい て

作成した 成果品と 関連工事 の完成図 書は、積 極的に受 注者に貸 与するも のとする 。  

５  上記 ３①～⑤ で使用す るＩＣＴ 機器に入 力した３ 次元設計 データを 監督員に 提出する こと。  

６  試行 要領の基 準類にあ る土木工 事施工管 理基準（ 案）に基 づく出来 形管理が 行われて いない

箇所で、 出来形測 量により 形状が計 測出来る 場合は、 出来形数 量は出来 形測量に 基づき算 出

した結果 とする。  

７  受注 者は、必 要に応じ てＩＣＴ 活用効果 等に関す る調査（ 施工合理 化調査、 アンケー ト調査

等）に協 力するも のとし、 調査の実 施及び調 査票につ いては別 途指示す るものと する。  

８  本特 記仕様書 に疑義を 生じた場 合または 記載のな い事項に ついては 、監督員 と協議す るもの

とする。  

 

第 ４ 条  Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 工 事 に お け る 適 用 （ 用 語 の 定 義 ） に つ い て  

１．図面  

図面とは 、入札に 際して発 注者が示 した設計 図、発注 者から変 更または 追加され た設計図 、  

工事完成 図、３次 元モデル を復元可 能なデー タ（以下 「３次元 データ」 という。 ）等をい う。  

なお、設 計図書に 基づき監 督員が受 注者に指 示した図 面及び受 注者が提 出し、監 督員が書 面

により承 諾した図 面を含む ものとす る。  

 

第 ５ 条  Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 工 事 の 費 用 に つ い て  

  ＩＣ Ｔ活用工 事の費用 について は、土工 について 費用を計 上してい る  

が、「３ 次元起工 測量・３ 次元設計 データの 作成費用 」及び「 ３次元出 来形管理 ・ 3 次元デー  

タ納品の 費用、外 注経費等 の費用」 について は、当初 は計上し ていない 。  

３次元起 工測量、 ３次元設 計データ の作成並 びに３次 元座標値 を面的に 取得する 機器を用 い

た出来形 管理及び ３次元デ ータ納品 を行った 場合は、 受注者は 発注者か らの依頼 に基づき 、見

積書を提 出するも のとし、 妥当性を 確認した 上で設計 変更の対 象とする 。  

受注者が 、契約締 結後、施 工計画書 の提出ま でに監督 員へ協議 を行い、 ＩＣＴ活 用工事を 実

施する項 目につい ては、設 計変更に より計上 すること とする。  

ただし、 監督員の 指示に基 づき、３ 次元起工 測量を実 施すると ともに３ 次元設計 データの 作  

成を行っ た場合は 、受注者 は監督員 からの依 頼に基づ き、見積 書を提出 するもの とする。  

 

第 ６ 条  履 行 証 明 書 に つ い て  

ＩＣＴ活 用工事を 実施し、 しゅん功 検査に合 格した受 注者に対 して、Ｉ ＣＴ活用 工事履行 証  

明書を発 行するも のとする 。  
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ICT活用工事につい て   

 

 

 

本工事は 、 ICT活用工事の対 象外であ る。  

 

 

ＩＣＴ活 用工事の 対象外の 場合  


